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外国人政策研究所の設立

編集部　まず、入管をご退官されて、この研究

所を作られた意図について教えてください。

坂中　入管時代の2004年の１月に「外国人受け

入れ政策は百年の計である～目指すべきは『小

さな日本』か『大きな日本』か」という論文を『中

央公論』（2004 年 2月号）に発表しました。こ

の論文は私の日本型移民政策論の原点となるも

のです。当時、近く人口減少時代が来ることは

分かっていましたので、人口減少社会の外国人

の受け入れのあり方について緊急提言をしたも

のです。役人を辞して、この問題をフォローす

日本型移民政策への道
坂中英徳 外国人政策研究所所長に聞く

坂中英徳（さかなかひでのり）
外国人政策研究所所長
脱北帰国者支援機構代表
1970 年法務省に入省。入国管理局入国在留課
長、名古屋入国管理局長、 東京入国管理局長
などを歴任。2005 年 3 月退官。
主な著書に「今後の出入国管理行政のあり方
について」（日本加除出版）、「外国人に夢を与
える社会を作る」（日本僑報社）、「在日韓国・
朝鮮人政策論の展開」（日本加除出版）、「出入
国管理及び難民認定法逐条解説」（日本加除出
版）、「入管戦記」（講談社）など。

少子高齢化が叫ばれて久しい日本。一
方で人口減少期に対処する長期的な

国家像が語られる機会は大きくない。労働
人口の減少、市場規模の縮小による経済の
減退はもちろん、人口危機がもたらす様々
な問題が明日の日本に影を落とす。この危
機を乗り越えるための最善策として「1000
万人移民構想」を唱え続けてきた人物がい
る。坂中英徳 外国人政策研究所所長その人
だ。元東京入国管理局局長で、1970年の
法務省入省以来、30年以上に渡り入管畑を
歩き続けた外国人政策の真のプロが語る「日
本型移民政策への道」とは。編集部がその
真意を伺った。
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る必要があると痛感し、この研究所を設立しま

した。

　実は、1997年ころから、10年以内に到来する

人口減少社会における外国人受け入れ政策につ

いて、法務省入国管理局で真剣に検討する必要

があると考えていました。そのころ法務省で会

議が開かれるたびに私は、人口減少時代の日本

の国のあり方として、人口が減っても外国人を

入れない「美しい衰退への道」と、人口の減少

分を外国人で補って「活力ある社会を維持する

道」の二つの道が考えられると発言していまし

た。そのアイディアを発展させたものが、2004

年の論文です。

　日本人人口が減少した分を外国人の受け入れ

で補って経済大国の地位を守る“大きな日本”

と、人口の自然減に全面的に従って縮小してい

く“小さな日本”という二つのシナリオを示し

たうえで、それぞれに対応する外国人政策論を

展開しました。この論文の中で、人口減への緊

急対策として受け入れる外国人は、日本国の構

成員（日本国民）になるべき人、すなわち「移民」

と位置づけるのが望ましいと述べています。た

だ、現職の役人でしたから、論文の主眼は、人

口減の日本の国の生き方と外国人政策の理論モ

デルを提示し、国民的議論を喚起することにあ

りました。

　入管を退職後に外国人政策研究所を作ったの

は、人口減時代の外国人政策について引き続き

勉強し、具体的な政策提言をするためです。

　設立したのは 2005 年の８月です。10月から

外国人政策研究会という勉強会を主宰し、月１

回、研究者、ジャーナリスト、行政官などと議

論を重ねてきました。

編集部　実際に設立されてみて、成果のほうは

いかがでしょう。

坂中　設立して良かったと思うのは、外国人政

策研究所所長の肩書で外国人政策研究の成果を

新聞や雑誌に次々と発表できたことと、「移民

1000 万人受け入れ論」「育成型移民政策」など

の政策提言が世の中に広まったことです。

　法務省入国管理局の役人時代、私は入管法の

厳正な執行者として知られていたようです。そ

ういう入国管理一辺倒の人間がいきなり50年間

で 1000万人の移民受け入れを言い出したのです

から驚かれた人も多いと思います。一方で厳格

な出入国管理を行ってきた元役人の提言という

ことで安心感を与えた面もあったのかもしれま

せん。

　もっとも、移民1000万人を受け入れても3000

万人は確実に減るわけです。私の基本的立場は

「小さな日本」に軸足を置いたものだと考えてい

ます。

　人口危機を迎えた日本にとって、適正な移民

受け入れが最大の国民的課題だと認識していま

す。35年間の入管人生において外国人政策一筋

の道を歩んできた経験を活かして、日本の移民

政策を確立することが使命だと思っています。

編集部　1990年の在留資格制度の改正など、坂

中さんが今の入管法の骨格を作られたと認識さ

れています。

坂中　1990年の入管法改正は、今から思うと歴

史的な転換点でした。それまでの入管行政は、

定住目的や就労目的の外国人の受け入れを極度

に制限するものでした。この入管法改正で、在

留資格制度を全面的に見直し、定住者の在留資

格を新設するとともに、外国人が就労できる在

留資格を大幅に拡充しました。あのころはバブ

ルの絶頂期であり、労働力不足が深刻でしたか

ら、単純労働者受け入れ論が経済界を中心に高

まっていました。結局、単純労働者の受け入れ

は見送られましたが、専門的技術・技能を有す

る外国人を中心に、就労目的の外国人の受け入
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れ範囲を大幅に広げました。また、日系人など

定住外国人に門戸を開きました。そういう意味

では、1990年の入管法改正は今に続く画期的な

入管制度改革であったと思っています。

編集部　それまでは外国人というとオールドカ

マーである在日韓国・朝鮮人だったわけですが、

それがニューカマーに軸足を移す一つの分岐点

になったということですね。

坂中　日本の外国人政策史においてはそういう

ことです。1990年の入管法改正で、欧米先進国

に比べて遜色がない開かれた外国人受け入れ制

度になりました。その後、オールドカマーが減っ

ていく中で在留外国人は今現在 215万人を数え

ます。そのうち約 170万人はニューカマーの外

国人と推定されます。この 17年間、毎年 10万

人近い数で在留外国人が増えてきたことになり

ますから、この法改正は所期の目的を達成した

と言えるでしょう。

移民1000万人受入れ論

編集部　次に「移民 1000 万人受け入れ論」に

ついてですが、今この数字が独り歩きしている

ところがあり、インパクトも大きいのですが、

1000 万というのは 50年後になると決して大き

い数字ではないということですか。

坂中　一国の人口規模は、出生者の数と死亡者

の数と国際人口移動の“差”で決まります。今後、

日本は出生者が減っていく一方で、死亡者は増

えていきます。すなわち“人口危機”の深まり

です。

　人口減少問題への取り組みとして、政府は出

生率を高めるため保育サービスの充実などに全

力を挙げています。しかし、人口問題の専門家

によると、少子化対策の効果が現れるとしても、

それは遠い将来の話ということです。したがっ

て、人口危機に対処するための効果的な政策は、

海外からの移民の受け入れ以外にないのです。

　日本は 2005年から人口減少期に入りました。

政府予測では今後 50年で 4000 万人減ると推計

されています。私は、3000万人の人口減は甘受

するとして、1000万人の移民を受け入れて 1億

人の大台を維持することを提案しました。

　50年間で 1000 万人の移民という数字は、10

人に１人つまり総人口の約10％を移民が占める

というものであって、日本社会の受け入れ能力

などを勘案すると、実現可能な数ではないかと

思っています。ヨーロッパの主要移民国家、例

えばフランス、ドイツ、イギリスあたりもだい

たい10％内外の移民人口です。日本は、ヨーロッ

パの移民国家における問題状況などを参考にし

て、日本独自の移民政策を策定し、これに基づ

き移民の受け入れを進めていけば良いと考えて

います。

編集部　では大量の移民の具体的な受け入れ方

法についてはいかがお考えですか。

坂中　私が提案しているのは「育成型移民政策」

です。意欲のある外国人材を、各産業分野を支

える技能者・職人などに育成し、できるだけ早

く日本国民として地域社会に根を下ろしてもら

うようにするものです。育成型移民政策を推進

するため、外国人職業訓練制度の新設を提言し

ています。また、経済連携協定（EPA）など人

材送り出し国との 2国間協定の下、秩序ある移

民受け入れを行うべきだと考えています。

編集部　単に人手不足解消のための労働者では

ないということですね。

坂中　“外国人労働者”の受け入れには消極です。

もっぱら“移民”の受け入れをと言っています。

ドイツもフランスも、今では外国人労働者とい

う言葉は使っていません。外国人労働者という

と、経済界が労働力不足を補う目的で受け入れ
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るもの、必要な時には入れて、必要がなくなれ

ば帰ってもらうものという印象が強い。ローテー

ション型の外国人受け入れ、出稼ぎ型の労働者

受け入れです。

　ドイツは移民国家宣言を 2005 年に行いまし

た。それまでトルコ人労働者を中心に数百万人

単位で外国人労働者を受け入れてきたわけです

が、外国人労働者ということではいい人材が獲

得できないと分かったからです。「移民」として

受け入れれば、志のある人がドイツに骨をうず

める決意で移住して来ます。受け入れる側のド

イツ政府も、最初から安定した法的地位を与え、

ドイツ語教育にも力を入れて、将来のドイツ人

として待遇します。

　日本の場合も同じで、移民として受け入れれ

ば、日本語教育や就職支援など外国人が日本社

会に適応するための施策を政府は一生懸命に行

うでしょう。移民政策は外国人の受け入れ方法

としては一番いいものなのです。

　また、人口激減を緩和する合理的な国家政策

は、移民政策以外には考えられません。当初

から定住を前提に外国人を受け入れ、将来は

日本国民になってもらう。生活者として、勤

労者として、地域社会の一員として受け入れ

るものです。

　そうすれば、移民同士の結婚はもちろん、日

本人と移民との結婚も増えます。当然その間に

生まれる子供も増えるでしょう。また、移民は

社会保障制度を支えてくれますし、税金も納

めます。移民立国で日本の活力がよみがえるで

しょう。

編集部　韓国や台湾などアジア諸国でも少子化

が進んでいると聞いていますが。

坂中　中国も含めてアジア各国で少子高齢化が

急速に進んでいます。ただ、人口減までにはなっ

ていません。20年ほどは人口増が続きます。日

本も少子化時代から人口減少時代に入るまで30

年ほどかかりました。

　もちろん将来、アジア各国の人口が減少に向

かうのは間違いありません。そうなると、人材

獲得競争が激化し、日本は遅れをとるのではな

いかという人もいます。しかし、私はそうはな

らないと考えています。

　例えば欧米の場合、優秀な人間は活躍の場が

広がる魅力的な国へ移住する傾向が見られます。

アジアでも同じような現象が起きるのではない

でしょうか。中国や韓国、台湾、ベトナム、フィ

リピンなどの国が人口減になっても、それらの

国から日本に移住して来る人は多いと予想して

います。日本はアジアで最も魅力的な国である

からです。アジアで近代化に成功した最初の国

です。高度に発達した産業技術。高い教育水準

と充実した教育施設。成熟した民主政治。豊か

な自然環境。安全な社会。そして世界第２の経

済大国にまで上り詰めたという事実。

　私たち日本人は自らの国にもっと自信を持っ

たほうがいいと思います。ただし、日本が人材

獲得競争で勝ち残れるか否かは、日本に移住し

て来た外国人を日本人がどう処遇するかにか

かっています。今こそ、日本人はアジアの若者

に夢を与える社会づくりに立ち上がるべきです。

編集部　仮に現時点ではそうであるとしても、

30年、50年先も同じことが言えるのでしょうか。

坂中　日本は明治から百数十年かけて今の経済

的・文化的基盤を築いてきました。昨年の秋、

中国の清華大学の教授から、日本の高等教育体

制、産業技術、国民の教養レベルはアジアでは

群を抜いており、アジアの若者は日本への憧れ

の気持ちを持っているから、アジアの青少年に

大学と職場を開放してくださいと言われました。

こうした状況は50年で変わらないと思います。

　中国はこれから 20年くらいは人口増が続き、
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最終的には16億人くらいで落ち着くと推計され

ています。ベトナムやフィリピンはそのうち 1

億人を超えます。

　日本は人口減の一途をたどり、ここしばらく

はアジア各国の人口増が続く中で、不法入国な

ど無秩序な形で外国人が日本に流れ込んで来る

こと、それを私は一番怖れます。無法な人の流

入を招かないようにするため、EPAなどの協定

による秩序ある移民受け入れ制度の構築が何よ

りも必要だと強調しておきます。経済界は低賃

金の外国人労働者を入れたいと望んでいるよう

ですが、それは絶対ダメです。人口増の続くア

ジア各国から人口減の日本に向かう「人の大移

動」にどう対処するか。人材の送り出し国のア

ジア各国と受け入れ国の日本の間で、双方が満

足する国際人口移動の枠組みを作ることができ

るか。これが今後の課題になります。

移民受入れ時代の高等教育機関

編集部　育成型移民政策において、既存の高等

教育機関が果たす役割についてはいかがお考

えですか。

坂中　1000 万人の移民受け入れが成功するか

どうかは、世界の青少年を日本の大学や大学院

などの高等教育機関に引きつけ、高度人材に育

て上げることができるかどうかにかかっていま

す。育成型移民政策の立場から申しますと、今

年政府が打ち出した留学生 30万人計画に大賛

成です。これは早期に達成すべきです。一方で、

頭脳流出を促すような政策は発展途上国の経済

発展にとってマイナス以外のなにものでもない

ことを忘れてはなりません。

　最近開かれた経済財政諮問会議で高度人材 30

万人受け入れ構想が提案されました。しかし、

高度人材のみの受け入れ拡大は排除の論理につ

ながります。すなわち高度人材でない外国人は

お断りということになります。それに 30万人

の高度人材を受け入れると言っても、そもそも

世界の人材が漢字圏の日本に来ると期待するの

が間違いで、仮にそれが実現できたとしても遠

い先のことです。それよりも、日本国内で普通

の人材を高度人材に育てるという発想で制度構

築を図るべきです。

　経済大国の日本は、国内の高等教育機関を活

用して外国人材を育て、彼らが希望すれば就職

を認め、日本に永住してもらう。もちろん帰国

して日本で学んだ知識や技術を活かして母国の

経済発展に貢献する人も歓迎する。そういった

仕組みが正しい受け入れのあり方だろうと考え

ます。

　日本には短大や高専なども含めて入管法の

定める「留学」の在留資格が与えられる高等

教育機関は数多く存在します。しかし、超少

子化による日本人学生の激減で存亡の危機に

直面している学校も少なくないようです。こ

れらの教育施設群を宝の持ち腐れにしないた

めにも、外国人材の育成に活用しない手はあ

りません。そして、日本の大学等を卒業した

留学生の７割が日本で就職し、永住する受け
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入れ体制を早く確立すべきです。そうすれば、

日本の受け入れる移民の多くが日本の高等教

育機関で学んだ人ということになります。

編集部　看護師や介護福祉士の受け入れが決

まりましたが、現時点では移民という話には

なっていません。また日本人と同じ国家試験

合格という高いハードルもあり、果たしてど

れだけの人が試験に合格して日本に残れるか

という疑問もあります。

坂中　看護師や介護福祉士の国家試験は日本

人にとっては難しい試験ではないかもしれま

せんが、日本語を 6 カ月勉強しただけの外国

人が合格するのは無理でしょう。結局は、試

験浪人中の外国人をこき使う恥ずべき制度に

なってしまいます。

　これに代わる制度を提案します。まず、看

護専門学校（３年制）と介護福祉士養成学校

（２年制）を活用し、外国人看護師及び外国人

介護福祉士を育てるための専門コースを設け、

そこで日本語を始め専門知識などを教える。次

に、専門コース修了者にはさらに現場で１年

間の実技トレーニングを積んでもらう。一連

のプログラムを終えた外国人が日本で働くこ

とを希望し、病院・介護施設などが正規職員

で雇用することを条件に就労を認め、入管法

上の「定住者」として受け入れるものです。

　今後、人手不足が深刻化する看護・介護の

分野で外国人材を何万人あるいは何十万人単

位で受け入れるためには、人材育成型受け入

れ制度を速やかに創設する必要があります。

編集部　今現在日本の高等教育機関を卒業した

留学生の日本での就職率は２割～３割と言われ

ていますが、この点についてはいかがでしょう。

坂中　日本で就職し、定住する留学生を増や

すための政策を実行に移すべきです。日本の

大学等を卒業した外国人材に対し手厚い就職

支援を行い、定住を許可し、国籍も速やかに

与える。移民 1000 万人のうちの多数を留学生

からの定住者が占めることになれば、知識人・

教養人を受け入れるわけですから、彼らは社

会の各方面で活躍してくれます。

　つまり私が提案する育成型移民政策の要は

留学生の受け入れなのです。留学生に対する

奨学金の拡充が必要です。留学生寮の建設も

必要です。留学生に対する就職支援も国が先

頭に立って行うべきです。

　もう一つ、日本企業の意識改革も必要です。

国籍・民族に関係なく能力本位で地位や給与

を決定する経営風土に改めてほしい。日本の企

業に魅力を感じなければ、日本の大学を出た

外国人材はアメリカなどほかの国に行ってし

まいます。留学生は日本の企業が能力主義で

正当に評価をしてくれるかを見ています。日

本企業の差別体質が変わらないと、30 万人の

留学生を受け入れても、日本で就職・定住を

希望する人はそれほど増えないでしょう。

人口危機は「多民族共生国家」への好機

編集部　こうして見てきますと、移民を受け入

れるためには日本社会全体が変わらないといけ

ないということですね。

坂中　そういうことです。移民の受け入れや留

学生の受け入れについて国民の理解が得られ、

政治や経済がそれに向かって動き出したら、社

会の空気は一変します。

　今でも人口増時代の名残があって、留学生政

策も含めて、定住外国人の受け入れは極力抑え

るべきという考えの人がいます。すでに人口減

時代に入ったのだから、定住促進型の外国人政

策を採らなければなりません。移民法の制定や、

入管法、国籍法等の関係法律の改正を３年以内
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に行うべきだと考えています。

編集部　広く移民と言う定義に話を戻し、第一

次産業への就業といったことまで「移民」政策

の中でお考えでしょうか？

坂中　農水省の一部に外国人材を受け入れて第

一次産業の再生を図ろうという動きがあるよう

です。そうしないと、日本の農業や林業はもた

ないからです。ただ、移民として受け入れる以

上、彼らに安定した職場を用意しなければなり

ません。外国人の土地所有を認めるところまで

はいかなくても、例えば日本企業が食料生産会

社を設立し、農民が農地を信託するか貸すかし

て、株式会社の企業体が外国人材を活用して食

糧生産事業を大規模に展開する仕組みを真剣に

検討してほしいものです。

　今、320万の農業人口のうち、180万は 65歳

以上ですから、あと20年すれば半減します。食

糧の自給があやぶまれます。林業の世界に至っ

ては、日本の国土の７割が森林面積であるのに、

9万人ほどしか就業者がいないと聞いています。

水産業も就業者が激減しており、人口危機に見

舞われている第一次産業をどう立て直すかが喫

緊の課題です。移民の受け入れで第一次産業を

復興させるためには、既得権の放棄など社会革

命を行う日本人の覚悟が求められます。

編集部　これまでのお話を総合すると、国民国

家という一つの枠組みの中での日本の国力維持

と移民の受け入れというお話だと思うのですが、

例えばEUの循環型、地域連携型の労働分業み

たいなものは構想できないのでしょうか。

坂中　労働分業と言っても、結局は経済先進国

がいいところを取って、発展途上国はその下請

けのようなシステムになってしまうのではない

ですか。人材受け入れ国ばかりが得をする制度

ではなく、人材送り出し国も移民からの送金で

潤うなどのメリットがあるものにしなければな

らないと考えています。

　循環型の受け入れも当然あっていいわけでし

て、高度人材に育てた人たちが帰国して、日本

との橋渡し役となって活躍してもらう。例えば、

日本の農業高校を出た人が帰国して、日本人が

好む野菜を作って日本に輸出するといったこと

も考えられるでしょう。

　要するに、日本の人材確保だけを目的とする

育成型移民政策ではなく、日本で学んだことを

活かして母国で活躍する人材を育てることも重

視すべきだということです。日本は今後50年で

1000万人の移民を受け入れること、留学生も積

極的に受け入れること、そして何よりも受け入

れた外国人材を適正に処遇することを世界に向

かって発信すれば、世界中の人々から歓迎され

るでしょう。

　アメリカは移民国家として「世界の若者の夢

がかなえられる国」というイメージが形成され

ています。アメリカの理想と現実は違いがある

と思いますが、アメリカは世界に開かれた移民

国家イメージでかなり得をしています。日本も

世界の若者が移住したいと憧れる国を目指す「移

民立国」を宣言してはどうですか。

　日本は人口危機に直面していますが、逆にこ

れを「多民族共生国家」へ転換する好機ととら

えることができます。そして、日本の文化と伝

統を世界に開放し、日本列島に住む様々な人間

が切磋琢磨することで新しい価値を創造する「多

文化社会」へ移行するのです。

成功の鍵は日本語教育

編集部　多くの移民を受け入れるに当たって、

一番の問題は日本語の問題だと思うのですが。

坂中　定住外国人に対する日本語教育の重要性

が認識されるようになったのは、1990年代に入っ
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て日系ブラジル人の子孫がＵターンしてきたか

らです。彼らの子供が日本の学校に行かない。

非行に走る。なぜかというと、家の中ではポル

トガル語しか話さないから、学校では日本語能

力が原因で授業についていけなくなってしまう。

結局、中学校はかろうじて卒業するけれど、高

校に行く人はほとんどいない。そういう状況が

生まれています。

　ヨーロッパ諸国でも同様で、低学歴のため

に職に就けない外国人が暴動を起こしている。

そのためドイツでは年間 280 億円ほどのお金

をかけて年間 900 時間のドイツ語教育を行っ

ています。

　在日外国人が日本語の読み書きができるよう

になれば、日本の学校の授業も理解できるし、

進学の道も開けるし、就職もできます。もちろん、

日本人との関係もスムーズにいきますし、社会

統合も進みます。日本語の中には日本人の考え

方や価値観など日本文化が全部含まれています。

日本語をマスターした外国人は日本が好きにな

り、日本社会に溶け込みます。

　それから、日本人の子供に対する多民族共生

教育も大切です。小学校から中学校まで、正し

い外国人観を身に付けさせるための多民族共生

教育を徹底してやらないといけません。これを

カリキュラムの一つに入れてほしいと思います。

　子供の時から、世界には様々な民族がいて様々

な文化があることをしっかり教える必要があり

ます。

編集部　現在ある留学と就学の在留資格を留学

に統一する、いわゆる留就一本化についてお聞

かせください。

坂中　入管法上の在留資格は外国人の行う活動

内容で分類されているものです。もともと留学

も就学も「学ぶ活動」ということでは同じです

から、二つに分ける理由はありません。外国人

が日本語を学ぶ活動も「留学」と位置づけるほ

うが入管法上すっきりします。日本の教育体系

からして株式会社が経営する日本語学校はいか

がなものかという文科省の考えから「就学」の

在留資格があるわけです。

　しかし、「第二の開国」の時代に入り、外国人

に対する日本語教育はいよいよ重要になり、国

の移民政策の中で社会統合政策の要と位置づけ

られることになるでしょう。そして、定住外国

人の子供や定住者本人に対する日本語教育は、

日本語学校に中心的な役割を果たしてもらわな

ければなりません。日本語教育及び日本語学校

を学校教育法上どう位置づけるか、専門家の間

で真剣に検討してほしいと思います。

　今現に存在する 500校近い日本語学校は、日

本語教育について長い歴史と膨大なノウハウを

持っています。その日本語学校が学校教育法の

体系の中に入っていないのは問題です。

　日本語学校で働く日本語教師、女性が圧倒的

に多いそうですが、その中には経験豊富で優れ

た人格の先生がたくさんおられると聞いていま

す。そういう日本語の先生がやりがいのある仕

事と感じて、外国人に対する日本語教育に取り

組める環境を作っていただきたい。

　また、少子化で日本の大学は学生を集めるの

が大変な時代を迎えたわけですが、日本語学校

は韓国、台湾、中国等、アジア全域にスカウト

網を張りめぐらしています。どの地域に日本語

を勉強したい人がいるか、日本の大学に留学し

たい人がいるかというような情報も持っていま

す。また、日本語を学んだ就学生で、帰国して

活躍している人に関する情報もあります。そう

いった人脈や情報も含めて、日本語学校が50年

近い歴史の中で培ってきた知的財産を今後の留

学生政策に活用してもらいたいと思います。

　移民政策が本格的に動き出しますと、定住外
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国人の日本語教育が重要になります。日本語学

校は大学進学への予備校的な存在から脱皮し、

そのウイングを定住外国人の子供や社会人に対

する日本語教育などに広げてほしいものです。

日本語学校の海外進出も試みる価値があります。

　一部の日本語学校は、大学とタイアップし、

留学生の日本語教育部門を引き受けるなどの協

定を結んでもいい。また、企業や地方自治体か

らの委託を受けて在日外国人に対する日本語教

育を短期間で集中的に教えるといったこともで

きます。小学校での日本語補習授業も、今は国

語の先生などが行っていますが、日本語教育の

専門家ではないため様々な問題が出ています。

これについても日本語学校の力を借りてはどう

ですか。

　外国人に日本語を教える日本語学校の果たす

べき役割は今後ますます重要になります。日本

語学校が脚光を浴びる時代が到来します。日本

語学校関係者のなお一層の活躍を期待します。

編集部　多くの外国人を受け入れるとなると、

当然セキュリティー面に関する問題が取り沙汰

されそうですが、坂中さんが 1000 万人移民政

策を唱える背景には、現職時代に築き上げたセ

キュリティー面への自信があるからということ

でしょうか。

坂中　EPAに基づくアジア各国からの移民受け

入れや、留学生の受け入れの拡大など正規の受

け入れの道を広げる半面、それに反して不法な

形で入国する外国人を徹底的に取り締まらなけ

ればなりません。潜り込んで来る外国人の入国

は絶対に許さないという姿勢を堅持すべきです。

そのため入管体制の整備も必要です。そうしな

ければ、移民受け入れ政策に対する国民の理解

は得られません。国民の外国人観がいったん悪

化したら大変です。今でも外国人の受け入れに

寛容な人ばかりではないのですから。

　育成型移民政策に基づく外国人の受け入れが

円滑に進めば、国民が懸念する治安の悪化を招

くことにはならないでしょう。在日外国人の大

半はいい人で問題のある人が少しいるというあ

たりで国民の外国人観が落ち着くだろうと見て

います。そして、世界中の多彩な人材が日本に

集まっているから社会に活気があるのだ、いろ

いろな民族が住んでいる「多民族国家」はバラ

エティーに富んだ面白い社会なのだという、多

民族共生社会に向けての国民的コンセンサスを

時間をかけて形成すればいいと考えています。

　現役時代の私は現場の法執行官の一面もあり

ましたが、主として入管法の改正など外国人政

策に携わってきました。1970年代の在日コリア

ンの法的地位の問題に始まり、1990 年の日系

人の受け入れなど主要な外国人政策の立案に関

わってきました。そしてこのたび、日本の人口

危機を救う最善の策と考えて、移民1000万人受

け入れ構想を打ち出した次第です。

　私の移民政策提言を受けて、政界・官界・経

済界・ジャーナリズム・学会から、国家政策の

最たるものと言える移民政策に関心を持つ人が

多く現れ、日本の国家百年の計を立てるための

真剣な議論を闘わせてほしいと願っています。

編集部　本日は長い時間ありがとうございま

した。

 ＜インタビュー 2008/5 ＞


